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現在，日本においては，社会福祉施設で身のまわりの世話にあたる職員やホームヘルプサーピスを
担う職員は一般的に介護職員と呼ばれており，介護職員には介護福祉士（名称独占）と無資格者が含
まれる。
社会福祉士及び介護福祉士法において介護福祉士は，身体上又は精神上の障害があり日常生活を営
むのに支障がある者に対する「入浴，排せつ，食事その他」の身のまわりの世話と，本人とその家族
に対する「介護に関する指導」を行う者とされている。
一方，看護職員の範囲は，保健婦助産婦看護婦法に定められている職種（保健婦（士)，助産婦，看
護婦（士)，准看護婦（士)）のみとされ，法令上の看護婦（士)，准看護婦（士）の業務は「傷病者若
しくはじよく婦の療養上の世話」と「診療の補助」と定められている（保助看法第５条，第６条)。
介護職員と看護職員は法制度上別々に規定され，その養成課程もタテ割りになっており結びつきが
ない。しかしながら実態は，介護職員も看護職員も「健康の度合いや障害の度合いの様々な日本に居
住する人々」の日常生活の世話を担っている。介護職員も看護職員も，直接的には，全ての人々の最
も身近なところにいて，本人，家族，グループ，地域住民の生命。健康。生活のまるごとの維持，増
進，リハビリテーション，身体的。精神的・社会的健康状態低下の予防，ターミナルケアに関する業
務群を担っているのである。
当然ながら，介護職員や看護職員の業務は，社会保障。社会福祉政策に規定された範囲で行われる
のであり，各々の職員は所属する事業所の課題を担っている。しかし，介護職員，看護職員に必要と
される基礎的な知識。技術は，看護（nursing）である。保助看法にいう看護業務は，看護の部分で
あって総体ではない。
看護は，あらゆる場においてあらゆる年代のあらゆる状態の人々を直接の対象として行われるもの
であり，社会福祉事業の一環として行われる日常生活の世話も，その看護に含まれる。看護の担い手
１
は，社会福祉施設にあっては，制度。政策が求めるその施設の課題を背負って個々の施設利用者とそ
の家族の尊厳ある生活を支援し，生きる意欲と努力を引き出し，身体的。精神的。社会的に包括的な
生活の世話を行う。医療施設にあっては，医療施設の課題を背負って，上述の包括的な生活の世話を
行うのである。ターミナルの患者の場合には，看護の担い手が，残された尊厳ある「いのち」を支え
本人とその家族に最後まで寄り添い通すのである。
介護職員も看護職員も，広い意味の健康を促す看護を担っているといえる。
その看護の担い手たちが異なる職種として分断的に養成され，介護職員は看護職員より相対的に社
会的地位。賃金の面で低く置かれているのが日本の現状である（表１参照)。日本においては，保助看
法の示す看護職員の範囲内でも，准看護婦（士）を短期間で養成し安い報酬で雇用し，看護婦の代用
として利用することが行われている。
本稿では，①介護職員の担う「業務」には，実質的に高度で複雑な看護の知識。技術が求められる
こと，②介護職員は看護職員と分離養成されることによって，自らの業務をステップにして看護婦へ
とキャリアアップする道が閉ざされていること，③現行の介護職員の養成プログラムには現場で不可
欠な看護関連の教育・訓練が不足しているので，介護サービスを利用する者の生命・健康。生活が危
機にさらされることもあり，介護職員自身が不安を感じていること，④その政策的に低く置かれた教
育。訓練の水準が介護職員の社会的地位を低いものにし，従って相対的に賃金も准看護婦より低く推
移していること，⑤この状況下で介護職員は常に業務面，賃金面での不安と不満を抱えていること等
を明らかにした。
そして介護職員が置かれている矛盾ある状態の中でも特に養成制度に焦点をあて，業務の本質から
みた養成制度の不合理とこれを打開する方策について，①1960～70年代にＩＬＯ看護職員条約が検討
された際の看護職員の範囲と構造に関する議論と，②「条約」の趣旨をふまえて，今日的課題に対応
する典型例としてのデンマークの看護職員養成制度に学びなら検討する。
例えば看護職員と「介護」職員の教育。訓練システムを一元化し，教育。訓練レベルによる合理的
な職務分類，そしてキャリアアップの意志と能力のある職員のための上向移動の道を開くことができ
たならば,「代用業務｣が取り除かれ,各レベルの職員にとって納得のいく職務分担ができ,それによっ
て連携もとりやすくなるであろう。また，広い意味の看護職員増員，配置基準の引き上げと合わせて，
教育。訓練のレベルと不可分の関係にある資格及び経験年数，職務責任の重さが確実に賃金格付けに
反映する制度ができれば,それは職員の定着とその職種への志望者の増加,資質の向上を促すであろう。
養成制度は，看護（介護）職員政策の一部であるので総合的に看護（介護）職員政策にメスが入れ
られなければ，その改革は難しい。しかし養成制度を切り口にして看護（介護）職員政策の問題点と
その原因を追求し，実際に求められている看護（介護）業務を可能な限り質の高い状態で遂行しうる
条件を明らかにすることは可能である。
本稿では，まず看護職員と介護職員が実際にどのような業務を担っているか，看護と介護の機能に
は異なる点があるのかどうか，サービスを利用する住民の立場からみて，看護職員，介護職員の質は，
現状のままでよいのどうかについて，事例調査と統計調査を付き合わせながら明らかにした(第１章)。
第２章で，看護と介護を異なる業務として分離している日本の政策，理論研究，教育。訓練制度の現
状と問題点を述べた。第１章，第２章を通じて看護と介護を専門性の異なるものとして捉えることの
矛盾を明らかにした上で，第３章では看護，介護職員の分離政策をとらず，看護の概念を「総合的科
学的身のまわりの世話」と捉え，1991年から施行された，新しいデンマークの看護職員制度を取り上
げた。
そして第４章で，日本において広い意味の看護職員の雇用。労働・生活条件を向上させ，そのこと
によってサービスの質を底上げし，サービス利用者（日本に居住する全ての人々）の生命。健康。生
活の質を高めるための「すべての看護職員」の一元的養成システムを提言した（図１参照)。
本稿では，看護職員の範囲，資格制度のあり方に絞って取り上げたが，看護職員の雇用。労働条件
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表１初任給基準表
高卒 資格短大卒職種
介護福祉士
准看護婦行(－)１－５(－９）行(－)２－４寮母
（介護福祉） 139,100164,300 保母
行(=)１－５(－３）行(－)１－８(－３） 無資格155,700 139,100
准看護婦養成所卒医(三)１－４准看護婦 准看護婦148,600
医(三）
３卒１－８（－６）173,300看護婦 看護婦
2卒１－７（－６）167,700
●（）の算用数字は昇給期間の調整月数を示し，（－）は短縮月数を示す。
●行（＝）給料･表適用職種の初任給級号柵は，年令満18歳を基準とする。
●社会福祉・医療事業団監修『社会福祉施設経営指導研修会資料Ⅲ運営管理（Ａ)』社会福祉
振興・試験センター（1996年10月）資料から作成。
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●准看誰婦と介謎福祉士の養成を停止し，社会保健士の謹成に切り換える。すでに介誰福
祉士資格を有する者は，一定の研修の後，社会保健士とする。
､社会福祉士や保母の養成課程で取得した単位で振りかえ可能な科目については，着誰婦
（士）養成課程で免除されるようにする。
①デンマークの場合，社会保健サービスアシスタント（ＳＨアシスタント）が看護婦養成
コースに入る場合，受験は必要であるが，入学後の教育訓練期間は，高卒者がストレー
トに着誰婦養成コースに入った場合よりも15カ月短い。（高卒者の場合45カ月，ＳＨアシ
スタントの場合30カ月)。これは着誰婦養成コースのカリキュラムとＳＨアシスタント謹
成コースのカリキュラムの重複部分や振り替え可能部分を除いているためなのである。
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全般並びに社会保障，教育。訓練環境の整備。拡充を総合的に推し進めることなしに，広い意味の看
護職を魅力あるものにすることができないのは当然である。
介護という言葉は，社会福祉関係の法令用語として，1960年代から用いられるようになった。法律
に用いられたのは，老人福祉法（1963年）が初めてであった。看護婦不足の折，特別養護老人ホーム
におけるナーシングの担い手として，家族に代わって行うのだから養成や報酬面で安上がりの素人を
あてることとされ，この素人による世話について「介護」という言葉をあてたといわれている（鎌田
ケイ子『老人看護論』全国老人ケア研究会1993参照)。
その後，介護福祉士の資格制度が成立する前後から，「介護概論」「介護技術」などの文献が多数発
行されるようになり，それらのほとんどにおいて，介護は，社会福祉の価値，技術を土台として諸々
の社会福祉資源を動員して行う.個人。の社会的機能の維持，増進のために行われる具体的な援助の
一環を担うもの－と捉えられ，看護と分別されている。
４
Abstr風cｔ
FunctionsofJapanesepublichealthnurse,midwife,nurse,practicalnursearedetermined
inthelow,“PublicHealthNurse,MidwifeandNurseLaw"､GenerallyinJapan,thesefour
typesofqualifiedpersonnelarecalled“nursingpersonnel"・Whilenursingauxiliaryin
medicalfacilities,ｃａｒｅworkersinnursinghomes,ｈｏｍｅｈｅｌｐｅｒｓａｎｄｓｏｆｏｒｔｈａｒｅｃａｌｌｅｄ“care
personnel,，，andaredistinguishedfrom“nursingpersonnel，，、Theconditionsofgettingthe
statelicenseofcarepersonnelareseparatedfromthatofnursingpersonneL
However,analyzingtheresultofmycarestudiesandexistingfactfindingresearchesshow
carepersonnelarealsoinchargeofcomprehensiblyandscientificallytakingcaｒｅｏｆｔｈｅ
ｈｕｍａｎｂｅｉｎｇｓｌｎｓｐｉｔｅｏｆｔｈａtreality,thestandardofeducationaltrainingforcarepersonnel
ispoor・EmploymentandconditionsoftheirworkarealsoworsethannursingpersonneL
Therefore，carepersonnelsometimesfeeluneaｓｙｉｎｔｈｅｉｒｗｏｒｋｂｅｃａｕｓｅｏｆｔｈｅｌａｃｋｏf
educationaltrainingTheyalsofeeldissatisfiedwiththeirsocialstandinginthehealthcare
community・Andthatthereisnobrightprospectforcareernow
Asacostcuttingmeasure,ｔｈｅgovernmentisnowchangingtheirduties，cu1rentlytaken
careofbythenursingpersonneLSince“carepersonnel'，ｃａｎｂｅｔｒａｉｎｅｄａｎｄｅｍｐｌｏｙｅｄｉｎ
ａｌｏｗcost、
Thegovernmentignorestheimportanceoftheirresponsibilities，highlycomplexknow‐
ledgeandexpertiserequiredfornursingConsequently,thegovernmentworsensthequality
oftheirliveswhichshouldbesupportedbyitssocialservlces・Thegovernmentandmost
researchersdistinguish“nursing,，asprofessionalmedicalfunctionfrom“Caring”associal
welfare・TheyacknowledgethesethingsdifferentfunctionsTheyfeel“nursing”isdone
forsickpeopleandseriousmedicalcare,whereａｓ“Caring，，isfordisabledpeopleandthe
elderly
Thisconceptisderivedfromanarrowwayofthinkingabouthealthcareandnursing
ltalsolacksanalysisfortheplacementandroleofsocialwelfareinJapanesesocialsecuritｙ
ｓｙｓｔｅｍ、
Isuggestweshouldlegislatetherationalstructureofnursingpersonnelwhichassures
thefollowings．Ｉncreaseofnursingpersonnelisaprerequisitetoassurethefonowings．
（１）Providinganewlowofnursingpersonnelthatincludes“carepersonnel，，．
（２）IncreasingthelevelofminimumeducationfornursingpersonneL
（３）Guaranteeingacareerdevelopmentpathforthosewhohaveadesireandability．
（４）Prohibitingthesubstitutionofnursingpersonnelwithsomeoneoflowerlevelof
training．
５
学位論文審査結果の要旨
標題に用いられている「合理的看護職員構造」とは，ＩＬＯ第63回総会（1977年）において採択さ
れた「看護職員の雇用および生活条件に関する条約」（第149号条約）とともに採択された「看護職員
勧告」（ＩＬＯ第157号勧告）より援用された概念である。ＩＬＯとＷＨＯの共同作業ともいうべきこ
の看護職員条約。勧告は，看護職員の範囲を「看護（nursingcareandnursingservice）を行う
すべてのカテゴリーの者」と広く捉える一方，教育訓練，職務の水準，免許資格等を参考にして分類
される，専門職看護婦（士）（professionalnurse）－補助的看護婦（士）（auxiliarynurse）－看
護補助者(nursingaids）という｢合理的な看護職員構造(rationalnursingpersonnelstructure)」
を確立すべきことを主張しているが，その意味のするところは，無資格者等の無制約な導入に規制を
加え，看護の質的向上に必要な量と質の看護職員を確保することにある。
著者は，「合理的看護職員構造」という概念を指針として，法制度的には分離されている看護と介護
およびその担い手の養成制度について，一方では，「身体上又は精神上の障害があることにより日常生
活を営むのに支障がある者につき入浴,排せつ,食事その他の介護を行う業務」（介護福祉士法第２条）
とされている介護の実態と問題点を丹念に調査分析するとともに,他方では，「傷病者若しくはじよく
婦に対する療養上の世話又は診療上の補助」（保助看法第５条）と規定されている看護の概念を洗い直
し，介護職員を「合理的看護職員構造」の中に統合することによって，住民のできる限り高い健康水
準を達成するべきであるし，そうしたことがデンマーク等での実践例によっても可能であることを論
証しようとしている。
本論文のモチーフを簡潔に述べた「はじめに」に続く第１章「看護。介護職員の業務の実態と問題
点」では，介護施設に働く介護職員の意識調査，看護職員から見た介護職員の質，介護職員から見た
看護職員の質，介護サービス利用者から見た看護。介護職員の質などを系統的に調査分析されている。
介護と看護の分離によって，介護職員にあってはその力量の不足から，看護職員にあっては，「看病」
「診療の補助」に傾斜した看護実態のために，人間のくらしを立体的に捉えてその人と家族の社会的
生活条件に配慮した健康の維持増進，回復，予防を図るといった領域に空隙が生じる傾向があること
が明らかにされるとともに，介護職員と看護職員とが一体となって「合理的看護職員構造」を編成す
ることにより，その克服を図っている例も示される。
看護・介護業務の実態分析は，「療養上の世話」に特化し，「診療の補助｣，つまり医師に従属した看
護業務と実質的には資格を問わない「身の回りの世話」（介護業務）とを分離する法制度。政策には反
省材料を提供する。しかし，このことのみによっては看護と介護の統合，「合理的看護職員構造」への
介護職員の編入の必要性を人々に納得させることはできない。この境界領域を扱う社会福祉の研究者，
看護（看護労働）研究者の間にあっても支配的なのは「分離論」であり，この分離論にもとづいて看
護職員，介護職員が別個のシステムで養成されているという厳然たる事実が存在するからである。第
２章「日本の看護・介護の分離政策と『理論』」は，このような分離政策。法制度に照応する理論，養
成制度の批判的検討にあてられ，看護と介護を分離していないナイチンゲール看護論の現代的意義に
ついても言及される。
理論としては分かってもなかなか実行に移せないのが現実である。そこで著者は，看護と介護の統
合が実際にはどのような形で行われているかを示すために，第３章「デンマークの看護職員構造と養
成制度｣を起こす｡社会保健サービス・ヘルパー－社会保健サービス゜アシスタントー登録看護婦(士）
とキャリア・アップするデンマークの看護職員構造。養成制度と看護概念は，まさに「合理的看護職
員構造」の一典型とされる.
以上の検討をふまえて，第４章「看護概念，介護概念再検討のための試論」では，①実質的に看護
を担うすべての職員を看護職員として把握し,②キャリア・アップの展望と教育・訓練システムを伴っ
た合理的な職階。職務分掌制度を構築することにより，③必要とされる量と質の看護職員の確保と着
８
護サービスの質を向上させる方策が検討され，「合理的看護職員構造試案」「看護職員教育訓練システ
ム試案」の提示を以て本論文が閉じられている。
少子高齢化社会の到来は，さまざまな課題をわれわれに投げかけているが，高齢者介護を担うマン
パワーとその質的水準の確保という課題もその－つである。看護と区別された介護の概念を独自化さ
せることによってこの課題に対応しようとするのが支配的な政策動向であるとするならば,｢合理的看
護職員構造」に介護マンパワーも包摂することによって介護の量と質を確保しようとする本論文はこ
れに対する対案（対抗理論）ともいうべき位置にある。理論史の総括については異論もあろうが，綿
密かつ系統的な実態調査と分析をふまえた理論および制度批判には傾聴すべきものがある。欲をいえ
ば，本格的な国際比較と「合理的看護職員構造」の創出。維持に必要な財源，財鬘政論が加われば，本
論文をより説得力あるものにすると思われるが，そのことは本論文がすでに博士論文の水準に達して
いるとの評価を左右するものではない.
以上により，審査委員一致して本論文著者。高木和美氏に本学博士（学術）の学位を授与すること
が適切であると認定する。
７
